
農林水産省では、環境に配慮した取組として、農林水産省庁舎における省エネ
ルギーやリサイクル、木材の利用等を推進しています。

本報告書は、「環境情報の提供の促進等による特定事業者の環境に配慮した事業活
動の促進に関する法律（環境配慮促進法）」に基づき、農林水産省の平成２７年度
における環境配慮の状況について公表するものです。

平 成 ２ ９ 年 ３ 月
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農林水産省の環境配慮の取組

１．農林水産省における温室効果ガス排出量抑制への取組

政府は、京都議定書の規定に基づく約束を履行するため、平成19年に「地球温暖化対策

の推進に関する法律」に基づき、「政府がその事務及び事業に関し温室効果ガスの排出の

抑制等のため実行すべき措置について定める計画（政府の実行計画）」（平成19年3月30日

閣議決定）及び「政府がその事務及び事業に関し温室効果ガスの排出の抑制等のため実行

すべき措置について定める計画の実施要領」（平成19年3月30日地球温暖化対策推進本部幹

事会申合せ）を策定し、自らが率先して地球温暖化対策を推進してきました。

この政府の実行計画は、平成19年度から平成24年度までの期間が対象でしたが、その後

についても、「当面の地球温暖化対策に関する方針（平成25年3月15日地球温暖化対策推進

本部決定）」において「政府は、新たな地球温暖化対策計画に即した新たな政府実行計画

の策定に至るまでの間においても、現行の政府実行計画に掲げられたものと同等以上の取

組を推進する」とされており、引き続き、各種取組を進めているところです。

○ 温室効果ガス排出量抑制の取組

農林水産省では温室効果ガスの排出削減を進めるため、「農林水産省がその事務及び

事業に関し温室効果ガスの排出の抑制等のため実行すべき措置について定める実施計画

（平成19年8月14日農林水産省決定）」を策定し、日常の業務等におけるCO2排出削減及

び省エネルギー・省資源の取組を推進してきました。

計画では、温室効果ガスの総排出量を平成13年度比で、平成22年度から平成24年度ま

での期間に平均で10％以上削減することを目標としており、取組の結果、平成13年度に

比べ平成22～24年度平均では約27％削減し、目標を達成しました。平成27年度について

は、我が国周辺水域及び遠洋水域において、漁業取締船による監視・取締を強化したた

め、船舶の燃料使用量が増加しましたが、温室効果ガス総排出量は約119千トンCO2（暫

定値）で、平成13年度に比べて18％削減しています。

※Ｈ２７実績は暫定値
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２．公用車へのバイオ燃料の導入

農林水産省では、バイオ燃料の利用を自ら率先して実践することが重要であると考え、

平成19年10月１日から大臣が使用する公用車をはじめ、農林水産省本省の公用車17台にバ

イオ燃料の導入を開始し、平成20年４月からはマイクロバス１台（軽油）を除く全ての公

用車にバイオ燃料を導入しており、平成27年度は65,102ℓのバイオ燃料を使用しました。

３．グリーン購入の推進

グリーン購入とは、製品やサービスを購入する際に、環境を考慮して、必要性をよく考

え、環境への負荷ができるだけ少ないものを選んで購入することです。また、これは消費

生活など購入者自身の活動を環境にやさしいものにするだけでなく、供給側の企業に環境

負荷の少ない製品の開発を促すことで、経済活動全体を変えていく可能性を持っています。

○ グリーン購入の取組

農林水産省では「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリ－ン購入

法）」に基づき、物品を調達する場合には、できる限り環境への負荷の少ない製品を調

達するとともに、間伐材等の木材又は合法性が証明された木材を使用した製品やバイオ

マス製品などを積極的に調達することとしています。

平成27年度の購入実績については、物品等で機能・性能上の必要性や基準を満たす物

品等が調達困難であったことから、目標を達成できなかった品目もありましたが、概ね

目標を達成できました。なお、詳細はホームページにて掲載しています。

＊ http://www.maff.go.jp/j/kanbo/kankyo/seisaku/s_torikumi/index.html

４．グリーン契約の推進

政府は、温室効果ガス等環境への負荷の原因となる物質の排出削減を図るため、環境配

慮契約法に基づく基本方針を平成19年12月７日に閣議決定（平成26年2月4日変更閣議決定）

し、温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に努めています。

○ グリーン契約の取組

農林水産省では「国等における温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に

関する法律（グリ－ン契約法）」に基づき、電力の供給を受ける契約（裾切り方式）、自

動車の購入に係る契約（総合評価落札方式）、省エネルギー改修事業に係る契約（ESCO

事業）など、可能なものから温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の締結を行う

こととしています。なお、平成27年度の契約実績については、ホームページにて掲載し

ています。＊ http://www.maff.go.jp/j/kanbo/kankyo/seisaku/s_torikumi/index.html
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５．農林水産省における木材利用拡大への取組

平成22年10月に施行された「公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律」に

おいて、国は自ら率先して公共建築物における木材利用に努めるなどの主導的な役割が求

められています。

また、同法では、各省庁が「公共建築物における木材の利用の促進に関する計画」を定

めることとされています。

農林水産省では、これまでも、庁舎営繕や公共土木工事、補助事業対象施設、机等の備

品やコピー用紙、間伐材を使った飲料用紙製缶（カートカン）等の消耗品において木材の

利用を進めていますが、平成22年12月、従来の計画に、①10年後の木材自給率50％以上を

目標とすること、②低層の公共建築物は原則木質化、高層・低層にかからわず、内装等を

木質化とすることを追加した「新農林水産省木材利用推進計画」を策定しました。

この計画に基づき、「先づ隗より始めよ」という 諺 にもあるように、農林水産省及び
かい ことわざ

関係機関を挙げて、これまで以上に木材利用の推進に取り組んでいます。

また、この取組を政府全体の取組に広げ、さらには、地方公共団体や民間企業、消費者

まで浸透させる観点から、関係者に対し積極的に働きかけています。

なお、平成27年度における木材・木製品の導入等の状況は、次のとおりです。

◎ 平成27年度の実施状況 ＜庁舎木造新築の事例＞

○ 庁舎の営繕等における木造化・内装木質化の推進

・庁舎を木造で新改築 9施設

（東北森林管理局山形森林管理署最上支署向町・志茂合同

森林事務所等)

・内装を木質化 19施設

(北海道森林管理局庁舎等）

＜内装木質化の事例＞

○ 木製品の導入の推進

・木製の事務机・会議机・書棚の導入 138台

・間伐材コピー用紙の使用 約360百万枚

・間伐材封筒の使用 約264万枚

・間伐材名刺用紙の使用 約49万枚

・間伐材ﾌﾗｯﾄﾌｧｲﾙの使用 約21万枚

・間伐材ﾁｭｰﾌﾞﾌｧｲﾙの使用 約4万冊

・間伐材印刷用紙の使用 約3百万部 ＜カートカン（飲料用紙製缶)＞

・飲料用紙製缶の使用 約10千本

（林野庁調べ）
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６．環境管理システムISO14001

（１）環境管理システムの概要

農林水産省では、農林水産分野の施策における環境配慮と同時に、農林水産省自身

も一事業者として省エネルギーやリサイクル等を通じ、率先して環境配慮に取り組む

ことが必要であると考えています。このたえ、平成18年３月に農林水産省本省庁舎（合

同庁舎１号館）を対象として環境管理システムの国際規格であるISO14001の認証を取

得しました。

農林水産省の環境管理システムでは、紙、ごみ、電気等の「環境に直接影響を及ぼ

す事務事業に関する事項」を対象とするほか、環境に間接的に影響を及ぼす業務とし

て、「農林水産施策の企画・立案に関する事項」についても管理の対象として、「農林

水産環境政策の基本方針」を踏まえた施策の進捗状況などについても、この仕組みの

中で点検していくこととしています。

○ 環境管理システムの認証取得の意義

① 持続可能な循環型社会の構築に向けて、一事業

者として、省エネルギーやリサイクル等を通じて、

率先して環境負荷の低減等の責務を果たします。

② 職員の環境保全に関する意識の向上により、環

境保全を重視した施策を一層推進します。

③ 農林水産施策について国民の理解と協力を得る

とともに、省エネルギーや省資源の取組について

も社会全体への普及を牽引します。

○ 農林水産省本省における環境管理システムの体系

農林水産省の環境管理システムでは、最高責任者（農林水産大臣）が定めた「農林水

産省の環境方針（平成17年12月６日決定）」（参考１）において、環境管理システムの運

用を通じて取り組む環境配慮及び環境保全に関する行動の基本的方向を示しています。

また、環境に影響を与える農林水産省のすべての事業活動（環境側面）とともに（参

考２）、環境側面に適用される法令等に基づき遵守すべき事項を調査しています（参考

３）。

これらを踏まえ、「環境目的」、「環境目標」及び「実施計画」を定め（参考４）、定期

的に環境管理システムが適切に実施・維持されているか監視・測定し、環境管理システ

ムの見直しを行っています。
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○ 環境管理システムの適用対象範囲

農林水産省環境管理システムの適用対象となる区域は、農林水産省本省庁舎（合同庁

舎１号館）であり、対象となる組織は農林水産省本省及び外局の内部部局並びに農林水

産技術会議事務局です。

農林水産省本省庁舎は、本館、別館、北別館の３館で構成されており、敷地面積は19,

989㎡、３館あわせた延べ床面積は79,913㎡で、農林水産本省の事務室のほか、郵便局、

食堂等が含まれます。本資料に記載の目標値、実績値は、庁舎に入居する食堂等を含め

た庁舎全体の数値です。

農林水産省の組織図は、以下のとおりです。

（環境管理システムでは、庁舎に入居する農林水産省以外の組織に対しても、協力組織

として同システムの環境方針に沿った取組への協力を要請しています。）
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（２）平成２７年度の環境目標の達成状況（実績と評価）

① 環境に直接影響を及ぼす事務事業

農林水産省環境管理システムでは、職場における環境負荷の軽減に取り組んでお

り、定量的な数値目標を「環境目標」として公用車の燃料使用量など８項目を設定

しています。

平成27年度の実績では５項目において環境目標を達成しました。一方「公用車燃

料使用量」に関しては、次世代自動車（HV車）の導入やアイドリングストップなど

の環境に配慮した運転に努めましたが、公用車の利用機会の増加による、総走行距

離の増加により、「公用車燃料使用量」の環境目標を達成することができませんで

した。

「廃棄物の排出量」及び「可燃ごみ排出量」については、平成27年10月の組織再編

に伴う事務室移転の影響により廃棄物が増加したことから、環境目標を達成するこ

とができませんでした。

こうした結果を受け、次世代自動車の計画的導入をはかるとともにエコドライブ

等に努め、燃料使用量の抑制に取り組むとともに、廃棄物の分別強化、ファイルな

ど事務用品の再利用などの取組に加えて、用紙類の使用量の削減に取り組んでいき

ます。

平成27年度の実績は以下のとおりです。

目標 平成27年度実績

目標項目 単位 16年度実績

（基準年度） 16年度比 目標値 目標値比 実績値

(前年度比) (前年度実績値)

公用車燃料 ﾘｯﾄﾙ 95,735 66％以下 62,677 104％ 65,426

使用量 (100%) (65,631)

都市ガス ｍ３ 143,901 65％以下 93,701 90％ 84,333

使用量 (99%) (84,947)

用紙類使用量 トン 666 80％以下 533 96％ 514

(100%) (516)

廃棄物 トン 608 31％以下 186 110％ 204

排出量 (106%) (192)

可燃ごみ トン 538 22％以下 120 105％ 126

排出量 (111%) (114)

電気使用量 千kWｈ 10,197 76％以下 7,727 95％ 7,334

(101%) (7,248)

暖房用蒸気 ｍ３ 3,678 90％以下 3,310 76％ 2,530

使用量 (65%) (3,868)

上水使用量 ｍ３ 99,226 78％以下 76,920 89％ 68,259

(99%) (69,078)
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【環境に直接影響を及ぼす事務事業の取組例】

○ 太陽光で発電した電気を生ゴミ処理機で利用

農林水産省の屋上には太陽光発電設備を設置しており、当該設備で発電した電気を省

内の食堂から発生した生ゴミを堆肥化する機械で使用しています。

生ゴミ処理機

屋上を利用した太陽光発電

（平成14年10月設置）

堆肥は千葉県の畜産組合で

利用されています。

○ LED照明を導入

正面玄関のエントランスホールや事務室の一部にLED照明を導入しています。

○ 低公害車の導入

平成27年度末時点で、一般公用車は全て（54台）低公害車を導入しています。

（ハイブリッド自動車48台、ガソリン低公害車6台）
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② 環境保全を目的とした農林水産施策の企画・立案

環境に間接的に影響を及ぼす事務事業として、環境保全型農業の推進、森林吸収

源対策の推進、藻場・干潟の保全・造成の推進、食品リサイクルの推進、容器包装

リサイクルの推進等に関する農林水産施策の企画・立案に当たっては、環境保全や

環境に配慮した目標・実施計画を設けて定期的に監視・測定を行っています。

監視・測定の結果、環境保全を目的とした農林水産施策については、それぞれの

環境目的及び環境目標並びに実施計画に沿って、概ね適切に実施されていることを

確認しました。

監視及び測定に係る達成の評価結果の概要は、以下のとおりです。

※評価結果の詳細は、次頁以降に掲載しております。

評価結果 適 合 注 意 不適合 合 計

年度

23年度 ９３ １ ０ ９４

24年度 ９３ ２※ ０ ９５

25年度 ８９ ２※ ０ ９１

26年度 ８６ ０ ０ ８６

27年度 ８４ １ ０ ８５

※同一施策であるが、環境目的が異なるため２件としてカウント

<評価基準>

【注意】

目標の達成に課題があり、不適合が発生しないよう予防措置を検討することが適当と考えられ

る事項

【不適合】

目標の達成が困難であり、文書により是正処置を要求することが適当と認められる事項

8



（様式第１－１号）

部　局 記入者

作成年月日 内線番号

林野１－１ 林野２－１ 林野庁 計画課
整備課
業務課

目標・計画と
もに適合
（要検討）

適合

林野２－２ 林野庁 治山課 目標・計画と
もに適合
（要検討）

適合

農振１－１ 農振２－１ 農村振興局 水資源課
農地資源課
防災課
土地改良企画
課

目標・計画と
も適合（要検
討）

適合

農振２－２ 農村振興局 地域振興課
地域整備課

目標・計画と
も適合

適合

農振２－３ 農村振興局 地域振興課
地域整備課

目標・計画と
も適合

適合

農振１－２
水産１－１

農振２－４ 農村振興局 地域整備課 目標・計画と
も適合

適合

農振２－５ 農村振興局 防災課
水資源課

目標・計画と
も適合

適合

水産２－１ 水産庁 防災漁村課 目標・計画と
も適合

適合

農振１－３
林野１－２

農振２－６
林野２－３

農村振興局

林野庁

水資源課

治山課

目標・計画と
も適合
目標・計画と
も適合

適合

適合

生産１－１
消安１－１

生産２－１ 生産局 農業環境対策
課

目標・計画と
もに適合（要
検討）

適合

生産２－２ 生産局 農業環境対策
課

目標・計画と
もに適合

適合

生産２－３ 生産局 農業環境対策
課

目標・計画と
もに適合（要
検討）

適合

生産２－４ 生産局 農業環境対策
課

目標・計画と
もに適合

適合

生産２－５ 生産局 農業環境対策
課

目標・計画と
もに適合

適合

平成２７年度　監視及び測定結果報告書(農林水産施策の企画・立案）

環境目的 環境目標
監視・測定
個票番号

実施計画
監視・測定
個票番号

局庁 課
監視・測定

結果
達成の評価

【水・土壌環境保全】
○ 国土の約８割を占める森林や農地は、雨水
を蓄え、浄化し、河川への急速な流入を抑制し
ている。周辺沿岸の藻場・干潟では海藻や貝類
等の生息生物が水を浄化している。このような
森林、農地・農業用水、藻場・干潟の機能を維
持・向上していく。
○ 他方、肥料、農薬や家畜排せつ物、養殖業
の飼料等は、水環境への負荷の原因となり得る
ものである。これらが原因となる環境負荷の低
減を推進する。

【健全な森林の育成】
① 水源涵養、山地災害の防止等森林の有する多面的機能
を持続的に発揮させる森林の整備や保全を推進する。
② 災害に強い国土基盤の形成や良質な水の安定供給を確
保する観点から、高齢級の森林への移行、広葉樹の導入等
による複層林の造成を推進するなど、森林の整備や保全を
着実に推進する。

○森林・林業基本計画、森林整備保全事業計画に
基づき、森林整備事業を推進する。
【施策の内容】
　水源涵養機能、山地災害防止機能の維持増進に
資する植栽、間伐、育成複層林への移行等を推進
するとともに、これに必要な路網を整備。

○森林・林業基本計画、森林整備保全事業計画に
基づき、水源地域等保安林整備事業（治山事業）
を推進する。
【施策の内容】
　水資源確保上重要な水源地域の森林について、
広葉樹の導入等により複層林への誘導を図るとと
もに、渓流域の環境に配慮しつつ地表水の地下へ
の浸透を促進する施設の整備を一体的に実施し、
安全で安心な水の量と質の双方を確保・保全。

【農地の維持・保全と安定的な用水供給機能等の確保】
　農業生産と田園自然環境の基盤となっている農業用水の
健全な循環を維持・増進するため、
農地に対する安定的な用水供給機能及び排水条件の確保に
向けた取組を推進する。
　また、農業の持続的発展を通じて水源かん養をはじめと
する多面的機能の発揮を図るため、
良好な営農条件を備えた農地の確保に向けた取組を推進す
る。

○土地改良長期計画に基づき、基幹農業用用排水
施設整備事業を推進する。
【実施する施策（計画等）】
・国営かんがい排水事業（土地改良長期計画）
・補助かんがい排水事業（土地改良長期計画）
等
【施策の内容】

我が国の食料の安定的な供給を支える農業用用
排水施設の機能を確保する観点から、今後とも、
施設の長寿命化を図りつつ、計画的・機動的な更
新整備に取り組むとともに、それらを担う管理体
制の整備を行う。

○地域における里地や棚田等の保全を図るための
取り組みを推進する。
【実施する施策（計画等）】
・農山漁村活性化プロジェクト支援交付金
・中山間地域総合整備事業（土地改良長期計画）
等
【施策の内容】

地域の自主性と創意工夫により、農山漁村の活
性化を図る計画を支援する「農山漁村活性化プロ
ジェクト支援交付金」などにより、地域における
里地や棚田等の保全を図るための取り組みを推進
○地域の実情を踏まえた多様な遊休農地活用を促
進する。
【実施する施策】
・農山漁村活性化プロジェクト支援交付金
【施策の内容】

地域の自主性と創意工夫により、農山漁村の活
性化を図る計画を支援する「農山漁村活性化プロ
ジェクト支援交付金」により、地域の実情を踏ま
えた多様な遊休農地活用を促進する。

【環境保全を重視する農業の推進】
　環境負荷の低減と物質循環を促進し、環境保全を重視す
る農業を推進する。
（エコファーマー累積新規認定件数  平成26年度末目標：
34万件）

○農業環境規範の普及・定着を推進。
【施策の内容】
　新たな食料・農業・農村基本計画に基づき農業
者が環境保全に向けて最低限取り組むべき事項を
取りまとめ、平成１７年３月に策定した「環境と
調和のとれた農業生産活動規範（農業環境規
範）」の普及・定着を推進。

○環境と調和した持続的な農業生産を推進するた
めの条件整備。
【実施する施策】
　強い農業づくり交付金
【施策の内容】
　環境と調和した持続的な農業生産を推進するた
めに必要な共同利用施設等の整備を支援。

○持続性の高い農業生産方式の導入の促進。
【施策の内容】
　持続性の高い農業生産方式の導入の促進に関す
る法律に基づき、土づくりと化学肥料、化学合成
農薬の使用低減に一体的に取り組む農業者を認定
し（エコファーマー）、金融上の支援や計画達成
のための指導・助言などの支援措置を講じること
により、持続性の高い農業生産方式の導入を促進
する。

○地球温暖化防止や生物多様性保全に効果の高い
営農活動の推進
【施策の内容】
　化学肥料・化学合成農薬を原則５割以上低減す
る取組とセットで行う地球温暖化防止や生物多様
性保全に効果の高い営農活動を支援。

○化学肥料、農薬を使用しないことを基本とする
有機農業の推進
【施策の内容】
　有機農業策推進法に基づき、平成１９年４月末
に策定した有機農業の推進に関する基本的な方針
について周知徹底に努める。

【農山漁村地域の水質改善】
　農山漁村地域における混住化の進展等による水質の悪化
に対処し、引き続き農業集落や漁業集落における排水施設
の整備等を推進し、農山漁村地域の水質を改善。この場
合、都道府県が策定する汚水処理に関する「都道府県構
想」に基づき、農業集落排水、漁業集落排水、下水道、浄
化槽が連携して効率的に施設の整備を推進する。
（漁業集落排水処理人口普及率　平成28年目標：概ね
65％）

○土地改良長期計画に基づき、農業集落排水施設
の整備を推進する。
【実施する施策（計画等）】
・農業集落排水事業（土地改良長期計画）
【施策の内容】

農業用用排水の水質汚濁を防止することによ
り、農村地域の健全な水循環の維持するととも
に、農村における良好な生活環境を確保し、併せ
て公共用水域の水質保全に寄与するため、農業集
落排水施設の整備を推進する。

○土地改良長期計画に基づき、水質保全対策を推
進する。
【実施する施策（計画等）】
・水質保全対策事業　等（土地改良長期計画）
【施策の内容】

農業用用排水の水質汚濁に起因する障害を除去
し、または農業用用排水施設から公共用水域への
排出される水質を改善するため、水質浄化施設等
の整備を推進する。

○漁港及び漁場等の海域の水質を保全、改善を図
るため漁業集落排水施設の整備を推進する。
【実施する施策（計画等）】
・漁業集落環境整備事業（漁港漁場整備長期計
画）
・漁村再生交付金（漁港漁場整備長期計画）

【関係省庁の連携による健全な水循環系構築に関する取
組】
　平成26年度に発足した関係省庁（内閣府、内閣官房、警
察庁、総務省、法務省、外務省、財務省、文部科学省、厚
生労働省、農林水産省、林野庁、経済産業省、国土交通
省、気象庁、環境省、防衛省）により構成される「水循環
政策本部幹事会」を通じて、国内外の水に関する問題等に
ついて、関係省庁が一体となった取組を推進する。

○健全な水循環系の構築に向け、関係省庁間の連
携・協力を推進する。
【施策の内容】
　「水循環政策本部事務局」等を通じ、水に関す
る関係省庁の施策等について情報交換、意見交換
等を行う。
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環境目的 環境目標
監視・測定
個票番号

実施計画
監視・測定
個票番号

局庁 課
監視・測定

結果
達成の評価

消安２－１ 消費・安全局 植物防疫課 目標・計画と
もに適合

適合

生産１－２ 生産２－６ 生産局 畜産振興課 計画・目標と
も適合

適合

水産１－２ 水産２－２ 水産庁 計画課 目標・計画と
も適合

適合

林野１－３ 林野２－４ 林野庁 整備課
業務課

目標・計画と
もに適合

適合

林野２－５ 林野庁 計画課
治山課
整備課
業務課

目標・計画と
もに適合

適合

林野２－６ 林野庁 治山課
業務課

目標・計画と
もに適合

適合

林野１－４ 林野２－７ 林野庁 企画課
経営課
木材産業課
木材利用課

目標・計画と
もに適合
（要検討）

適合

林野１－５ 林野２－８ 林野庁 経営課 目標・計画と
もに適合

適合

林野２－９ 林野庁 森林利用課 目標・計画と
もに適合

適合

林野２－10 林野庁 経営課 目標・計画と
もに適合

適合

官房１－１
生産１－３
農振１－４

生産２－７ 生産局 農業環境対策
課

目標・計画と
もに適合

適合

農振２－７ 農村振興局 地域整備課 目標・計画と
も適合

適合

官房２－１ 大臣官房 政策課環境政
策室

目標・計画と
も適合

適合

○総合的病害虫・雑草管理（ＩＰＭ）の普及推進
【施策の内容】
病害虫の発生予察情報に基づいて、化学的防除、
生物的防除および物理的防除を適切に組合せ、環
境負荷を軽減しつつ病害虫の発生状況を経済的負
担が生じるレベル以下に抑制する総合的病害虫・
雑草管理（ＩＰＭ）の普及・推進を図る。
また各都道府県は、国が作成した１１作物の実践
指標モデルを基に、地域の実情に配慮しつつ、農
業者自らがＩＰＭの達成度をチェックできるＩＰ
Ｍ実践指標を策定するとともに、モデル地区での
地域育成に取り組む。

【家畜排せつ物の適正管理】
　家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関する法
律に基づく家畜排せつ物の管理の適正化を徹底する。
（「家畜排せつ物法」が平成16年11月１日に本格施行とな
り、一定規模以上の畜産農家に対し、家畜排せつ物の管理
施設の床をコンクリート等の不浸透性素材とし、適当な覆
いと側壁を設けることなどその適正化管理を定めた同法の
「管理基準」が適応されている。）

○家畜排せつ物処理のための施設等の整備を推進
する。
【実施する施策（計画等）】
・産地活性化総合対策事業のうち産地収益力向上
支援事業（地域バイオマス支援地区）
【施策の内容】

農業者団体等が行う畜産農家と耕種農家の連携
による地域内の家畜排せつ物の利活用に向けた取
り組みの推進及び家畜排せつ物の利活用施設等の
整備。

都道府県、県農業公社が堆肥還元用草地の造
成・整備等と一体的に行う家畜排せつ物処理施設
の整備を実施。

【藻場・干潟の造成等】
　海藻類や貝類等の生息生物による水質浄化等環境保全効
果を有する藻場・干潟の保全・造成を推進する。
（平成24～28年度に概ね5,500haを保全・造成）

○「豊かな海の森づくり」関係施策を推進する。
【実施する施策（計画等）】
・水産基盤整備事業（漁港漁場整備長期計画）
・水産多面的機能発揮対策
【施策の内容】

水産生物の良好な生息生育の場であるのみなら
ず、水質浄化機能を有する藻場・干潟等の保全・
創造を強力に推進する。

漁業者や地域の住民等が行う、藻場・干潟等の
機能の維持・回復に資する保全活動を支援する。

【地球温暖化対策】
○ 植物は光合成により大気中の二酸化炭素を
吸収することにより炭素を固定する。これを農
林水産物として消費しても正味の二酸化炭素を
増加させないカーボン・ニュートラルな性質を
持っている。特に、森林・木材は、二酸化炭素
の吸収源・貯蔵庫として地球温暖化対策上重要
な役割を果たしている。
○ 一方、二酸化炭素の排出者としての農林水
産業、食品産業における排出削減を推進する。
また、食料、木材等の生産から流通・消費まで
の間の排出削減を推進する。

【地球温暖化対策としての森林整備の推進、木材・木質バ
イオマス利用の推進等】
① 適切な森林の整備及び保全を推進する。

○森林・林業基本計画、森林整備保全事業計画に
基づき、抜き伐りを繰り返しつつ徐々に更新を行
う長期育成循環施業（森林整備事業）の積極的な
推進により、複層林への誘導・造成を促進する。

○森林吸収量確保のために毎年５２万haの間伐に
取り組むとともに、その推進のための条件整備、
間伐材の利用促進を一体的かつ総合的に取り組
む。
【実施する施策（計画等）】
・森林整備事業、治山事業（森林整備保全事業計
画）
・森林・林業再生基盤づくり交付金（森林・林業
基本計画）

○森林・林業基本計画、森林整備保全事業計画に
基づき、水源地域等保安林整備事業（治山事業）
を推進する。
【施策の内容】
水源地域において、自然災害等により機能が低下
した保安林について、広葉樹の導入等による複層
林及び針広混交林の造成等を促進し、森林の復
旧・再生を図る。

② 森林整備を通じて供給される国産材の利用を推進す
る。
（国産材供給・利用量　平成25年実績：22百万m3、平成２
７年目標：２８百万ｍ３）

○森林・林業基本計画に基づき、国産材の安定供
給や木材産業の体制整備に関する事業及び地域材
利用の推進に関する事業を実施し、木材の利活用
を促進する。
【実施する施策】
・新たな木材需要創出総合プロジェクト
・森林・林業再生基盤づくり交付金のうち木造公
共建築物等の整備支援
【施策の内容】
・「森林・林業基本計画」に基づき、国産材の利
用拡大を図るため、地域における原木の安定的・
効率的な供給体制への支援、公共建築物等の木造
化・内装木質化に向けた技術支援等。
・地域材を活用する木造公共建築物等や木材加工
流通施設等の整備を支援。

③ 「緑の雇用」等により森林整備の担い手を確保・育成
する。

○森林・林業基本計画に基づき、「緑の雇用」等
の関係施策を実施し、林業就業者の確保・育成を
図る。
【実施する施策】
・「緑の雇用」現場技能者育成対策事業
・林業担い手等の育成確保（森林・林業再生基盤
づくり交付金）
【施策の内容】

「緑の雇用」等により、これからの森林・林業
に必要な人材として、間伐や路網作設等を適切に
行える現場技能者を段階的かつ体系的なカリキュ
ラムにより育成するとともに、林業労働災害防止
のためのセミナー等を実施。

○森林・林業基本計画に基づき、国民参加の森林
づくり活動を推進する。
【実施する施策】
・多様な主体による森林づくり活動の促進
【施策の内容】

緑化行事の開催、企業やＮＰＯ等の森林整備・
保全活動のサポート体制の整備等を通じて「国民
参加の森林づくり」を推進。

○森林・林業基本計画に基づき、望ましい林業構
造の確立と特用林産の振興を推進する。
【実施する施策】
・望ましい林業構造の確立（森林・林業再生基盤
づくり交付金）
・特用林産の振興（森林・林業再生基盤づくり交
付金）
【施策の内容】

高性能林業機械の導入等による効率的な林業生
産体制の早急な確立及び特用林産物生産基盤の整
備等による担い手の定着促進と山村再生を推進。

【農林水産業による温室効果ガスの発生抑制対策】
　農林水産業による温室効果ガスの排出削減を促進する。

○農業生産分野における温室効果ガス排出削減を
促進する。
【施策の内容】
施設園芸用省エネルギー設備の導入や全国農地土
壌炭素調査の取組等を支援する。

○小水力等発電の再生可能エネルギーの導入に向
けた計画作成を平成28年度までに約1,000地域で
着手する。
【施策の内容】
農業水利施設を活用した小水力等発電導入の可能
性の高い地点を明らかにするとともに、小水力等
発電施設の整備に係る概略設計、各種法令に基づ
く協議等の取組への支援を行う。

○クレジット制度を活用した農山漁村地域の振興
の展開
【施策の内容】
　農林水産分野における温室効果ガス排出削減・
吸収活動の推進に係るクレジット制度の普及を図
るとともに、クレジット制度を活用し農山漁村地
域の振興を図る施策について検討する。
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環境目的 環境目標
監視・測定
個票番号

実施計画
監視・測定
個票番号

局庁 課
監視・測定

結果
達成の評価

食産１－１ 食産２－１ 食料産業局 バイオマス循
環資源課

目標・計画と
も適合

適合

食産１－２ 食産２－２ 食料産業局 バイオマス循
環資源課

目標・計画と
も適合（要検
討）

適合

生産１－４ 生産２－８ 生産局 畜産振興課 計画・目標と
も適合

適合

食産１－３
生産１－５

食産２－３ 食料産業局 バイオマス循
環資源課

目標・計画と
も適合

適合

生産２－９ 生産局 飼料課 計画・目標と
も適合

適合

食産１－４
農振１－５

農振２－８ 農村振興局 地域整備課
水資源課

目標・計画と
も適合

適合

食産２－４ 食料産業局 再生可能エネ
ルギーグルー
プ

目標・計画と
も適合

適合

林野１－６ 林野２－11 林野庁 木材利用課 目標・計画と
もに適合
（要検討）

適合

水産１－３ 水産２－３ 水産庁

(農村振興局)

※個票は両局
庁分をとりま
とめの上、一
本で作成す
る。

計画課
防災漁村課

（地域整備
課）

目標・計画と
も適合

適合

消安１－２
生産１－６

生産２－10 生産局 農業環境対策
課

目標・計画と
もに適合（要
検討）

適合

生産２－12 生産局 農業環境対策
課

目標・計画と
もに適合

適合

生産２－13 生産局 農業環境対策
課

目標・計画と
もに適合（要
検討）

適合

生産２－14 生産局 農業環境対策
課

目標・計画と
もに適合

適合

生産２－15 生産局 農業環境対策
課

目標・計画と
もに適合

適合

【食品産業における温室効果ガスの発生抑制対策】
　省エネルギー対策、燃料転換等により、二酸化炭素の排
出削減を推進する。

○食品産業における温室効果ガス排出削減の取組
を推進する。
【実施する施策】
食品産業の地球温暖化・省エネルギー対策促進事
業
【施策の内容】
　食品産業の事業者等に対して、地球温暖化・省
エネルギー対策の重要性や取組事例等を普及啓発
することにより、温室効果ガス削減への取組を促
す。

【物質循環の確保】
○ 廃棄物の発生を抑制し、限りある資源を有
効活用する循環型社会の形成に向けて、自然の
恵みによりもたらされ、持続的に再生可能な資
源であるバイオマスの　総合的な利活用を「バ
イオマス活用推進基本計画」に基づき推進す
る。また、地域住民の主体的な取組による地域
内物質循環を促進する。
○ また、環境負荷の低減とたい肥を利用した
土づくりによる物質循環を促進し、環境保全を
重視する農業を推進する。

【バイオマスの総合的な利活用の推進】
　バイオマスの有効活用を推進する。
　(バイオマスの利用量　平成32年目標：約2600万炭素ト
ン)

○「バイオマス活用推進基本計画」に基づきバイ
オマスの総合的な利活用の取組を推進する。
【実施する施策】
・地域バイオマス産業化推進事業
【施策の内容】

地域のバイオマスを利活用した産業化を推進
し、環境にやさしく災害に強いまち・むらづくり
を目指すバイオマス産業都市の構築を支援する。

①家畜排せつ物利用推進。
　家畜排せつ物推肥の利用
　家畜排せつ物の高度利用

○家畜排せつ物利用のための施設等の整備を推進
する。
【実施する施策（計画等）】
・地域バイオマス支援地区
【施策の内容】

市町村、農協、営農集団等が行う家畜排せつ物
のたい肥化施設等の整備。

都道府県、県農業公社が推肥還元用草地の造
成・整備等と一体的に行う家畜排せつ物処理施設
の整備を実施。

②食品リサイクルの推進等
食品廃棄物等の再生利用等を推進する。
（業種別の再生利用等の実施率　食品製造業95％、食品卸
売業70％、食品小売業55％、外食産業50％）

○食品リサイクルループの構築等を推進する。
【実施する施策】
・新たな食品リサイクルループの構築
【施策の内容】

エネルギー利用と高付加価値農業を推進する新
たな食品リサイクルループの構築等を支援

○エコフィード（食品残さ等利用飼料）の生産・
利用を推進する。
【実施する施策】
エコフィード増産対策事業
【施策の内容】

飼料製造事業者における食品残さ等の飼料利用
拡大や食品残さ等の適切な分別方法の普及、関係
者の連携による食品残さ等の飼料利用体制の構築
等の取組に対し支援。

【環境保全を重視する農業の推進】
　農業の持つ物質循環機能を生かし、生産性との調和など
に留意しつつ、土づくり等を通じて化学肥料、化学合成農
薬の使用等による環境負荷の軽減に配慮した持続的な農業
（環境保全型農業）を推進する。
　環境負荷の低減に資する観点からも、減肥基準に基づい
た施肥量の低減など、農業資材コスト低減に向けた取組を
推進する。

また、防虫ネット等を用いた物理的な防除や天敵等を用い
た生物的な防除などと化学合成農薬の使用低減とを組み合
わせた総合的病害虫群管理（ＩＰＭ）の普及に向けた指導
指針の策定を促進する。これら指針に基づき、環境保全を
重視する多様な農業を促進する。
（エコファーマー累積新規認定件数  平成26年度末目

標：34万件）

○農業環境規範の普及・定着を推進。
【施策の内容】
　新たな食料・農業・農村基本計画に基づき農業
者が環境保全に向けて最低限取り組むべき事項を
取りまとめ、平成１７年３月に策定した「環境と
調和のとれた農業生産活動規範（農業環境規
範）」の普及・定着を推進。

○環境と調和した持続的な農業生産を推進するた
めの条件整備。
【実施する施策】
　強い農業づくり交付金
【施策の内容】
　環境と調和した持続的な農業生産を推進するた
めに必要な共同利用施設等の整備を支援。

○持続性の高い農業生産方式の導入の促進。
【施策の内容】
　持続性の高い農業生産方式の導入の促進に関す
る法律に基づき、土づくりと化学肥料及び化学合
成農薬の使用低減に一体的に取り組む農業者を認
定し（エコファーマー）、金融上の支援や計画達
成のための指導・助言などの支援措置を講じるこ
とにより、持続性の高い農業生産方式の導入を促
進する。

○地球温暖化防止や生物多様性保全に効果の高い
営農活動の推進
【施策の内容】
　化学肥料・化学合成農薬を原則５割以上低減す
る取組とセットで行う地球温暖化防止や生物多様
性保全に効果の高い営農活動を支援。

○化学肥料、農薬を使用しないことを基本とする
有機農業の推進
【施策の内容】
　有機農業策推進法に基づき、平成１９年４月末
に策定した有機農業の推進に関する基本的な方針
について周知徹底に努める。

③ 農山漁村における再生可能エネルギーの導入の推進 ○農山漁村に豊富に存在する土地、水等のエネル
ギー源を有効活用し、地域主導で再生可能エネル
ギーを供給する取組を推進する。
【実施する施策】
・小水力等再生可能エネルギー導入推進事業
【施策の内容】

農山漁村において、農林漁業者等の参画を得た
再生可能エネルギー電気の供給モデルの構築を支
援。

また、小水力等発電設備の導入に係る概略設計
や各種法令に基づく協議等への支援、発電効率向
上や地域資源活用に係る実証の取組への支援。

○地域主導で再生可能エネルギーを供給する取組
を推進し、そのメリットを地域に還元させること
を通じて、地域の農林漁業の発展を促進する。
【実施する施策】
・農山漁村活性化再生可能エネルギー総合推進事
業
【施策の内容】

農林漁業者が主導して行う農山漁村の資源を活
用した再生可能エネルギー発電事業の取組につい
て、事業構想から運転開始に至るまでに必要とな
る様々な手続や取組を総合的に支援。

④ 木質バイオマスの利用の推進
　未利用木質バイオマスのエネルギー利用を推進する。

○森林・林業基本計画に基づき、木質バイオマス
エネルギー利活用施設等の整備を推進する。
【実施する施策】
・木質バイオマスの利用拡大（新たな木材需要創
出総合プロジェクト）
・森林・林業再生基盤づくり交付金のうち木質バ
イオマス利用促進施設の整備
【施策の内容】
・木質バイオマスのエネルギー利用等の促進に向
けたサポート体制の構築や技術開発等を支援。
・地域の未利用木質資源の利用を促進するため、
未利用間伐材等の効率的な収集・運搬に資する機
材や木質バイオマスエネルギー利活用施設等の整
備を実施。

⑤ 地域内物質循環の促進
食品廃棄物等身近なリサイクル、家畜排せつ物のたい肥利
用、エネルギー利用等地域住民の主体的な取組による地域
内物質循環を促進する。

○循環型社会に対応した漁村づくりを推進する。
【実施する事業】
・水産環境整備事業
・漁業集落環境整備事業
・強い水産業づくり交付金
・農山漁村活性化プロジェクト支援交付金
【施策の内容】

風力等の自然エネルギー、バイオマス資源等を
活用し、循環型社会に対応した漁村づくりを推進
するため、関連事業を総合的・効率的に推進。
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環境目的 環境目標
監視・測定
個票番号

実施計画
監視・測定
個票番号

局庁 課
監視・測定

結果
達成の評価

消安２－２ 消費・安全局 植物防疫課 目標・計画と
もに適合

適合

農振１－６
林野１－７
水産１－４

農振２－９ 農村振興局 都市農村交流
課
地域整備課

目標・計画と
も適合

適合

農振２－10 農村振興局 地域整備課 目標・計画と
も適合

適合

農振２－11
林野２－12
水産２－４

農村振興局

林野庁

水産庁

地域整備課

研究指導課
整備課
治山課
計画課
森林利用課

防災漁村課

目標・計画と
も適合（振）

目標・計画と
もに適合
（要検討）
(林)

目標・計画と
も適合
（水）

適合

適合

適合

農振１－７
林野１－８

林野２－13 林野庁 経営企画課 目標・計画と
もに適合
（要検討）

適合

林野２－14 林野庁 治山課
整備課
経営課
森林利用課

目標・計画と
もに適合
（要検討）

適合

農振２－12 農村振興局 設計課
農村環境課

目標・計画と
も適合（要検
討）

適合

農振２－13 農村振興局 農地資源課
農村環境課
地域整備課

目標・計画と
も適合

適合

農振２－14 農村振興局 農地資源課 目標・計画と
も適合

適合

生産１－７
消安１－３
技会１－１

生産２－16 生産局 農業環境対策
課

目標・計画と
もに適合（要
検討

適合

生産２－17 生産局 農業環境対策
課

目標・計画と
もに適合

適合

生産２－18 生産局 農業環境対策
課

目標・計画と
もに適合（要
検討

適合

○総合的病害虫・雑草管理（ＩＰＭ）の普及推進
【施策の内容】
病害虫の発生予察情報に基づいて、化学的防除、
生物的防除および物理的防除を適切に組合せ、環
境負荷を軽減しつつ病害虫の発生状況を経済的負
担が生じるレベル以下に抑制する総合的病害虫・
雑草管理（ＩＰＭ）の普及・推進を図る。
また各都道府県は、国が作成した１１作物の実践
指標モデルを基に、地域の実情に配慮しつつ、農
業者自らがＩＰＭの達成度をチェックできるＩＰ
Ｍ実践指標を策定するとともに、モデル地区での
地域育成に取り組む。

【健全な農山漁村環境の保全】
都市と農山漁村の共生・対流、自然とのふれあ
いの場の提供、生物多様性・多様な生態系の保
全を推進する。

【都市と農山漁村の共生・対流、自然とのふれあいの場の
提供】
　都市と農山漁村がお互いの地域の魅力を分かち合うよ
う、「人・もの・情報」の行き来の促進に向けて、
・農山漁村の豊かな自然や景観等の資源の活用により、都
市との交流を進めるグリーン・ツーリズム、
・里地・里山等居住地近くに拡がる農地や森林の、自然と
のふれあいの場、レクリエーションの場としての活用、
・都市生活者に対して、緑地空間としてのやすらぎの場や
自然とのふれあい・交流の場等を提供する都市農業を推進
する。

○都市と農山漁村の共生・対流を促進する。
【実施する施策】
・農山漁村活性化プロジェクト支援交付金　等
【施策の内容】

グリーン・ツーリズムを通じた都市と農山漁村
の交流を促進するため、都市住民への農山漁村の
情報提供と農山漁村での受入体制の整備等を推進
するとともに、都市部においてやすらぎの場や交
流の場を提供するための市民農園の整備等を推進
する。

○土地改良長期計画に基づき、農村地域の総合的
整備を推進する。
【実施する施策】
・農山漁村地域整備交付金のうち「集落基盤整備
事業」等
【施策の内容】

自治体の創意と工夫を活かした農村地域づくり
を支援する｢集落基盤整備事業｣などにより、活力
ある農村地域の発展を推進するため、農業生産基
盤と生活環境の総合的な整備を実施する。

○地域の創造力を活かした個性ある農山漁村づく
りを図るとともに、美しい景観形成の観点も含め
た整備を実施することにより、魅力ある農山漁村
づくりを推進する。
【実施する施策（計画等）】
・森林・林業再生基盤づくり交付金（森林・林業
基本計画）
・森林病害虫等防除事業（森林・林業基本計画）
・森林病害虫等防除事業地方公共団体委託（森
林・林業基本計画）
・保安林整備事業委託費（全国森林計画）
・森林資源地方公共団体管理費補助金　（森林・
林業基本計画）
・農山漁村活性化プロジェクト支援交付金
・海岸環境整備事業（社会資本整備重点計画）

【生物多様性の保全及び持続可能な利用】
生物多様性をより重視した農林水産施策を推進

【生物多様性、多様な生態系の保全】
① 優れた自然環境を有する森林の維持・保存。

森林生態系や希少な生物の生育・生息する森林など属地
的な生物多様性保全機能の発揮を第一とすべき森林につい
ては、「自然維持タイプ」に区分し、良好な自然環境を保
持する森林、希少な生物の生育・生息に適した森林を維持
する管理経営を実施する。
② 自然環境を重視したむらづくり。

農業農村整備事業の実施に際して、環境との調和への配
慮を進め、可能な限り環境への負荷や影響を回避・低減す
るとともに、良好な生態系や景観等を形成・維持すること
により、地域の二次的自然の保全・回復を図り、地域の生
物多様性の保全に向けた取組を推進する。

また、農村地域において、地域の共同活動により、田園
自然環境の保全・再生活動の支援等の自然再生関連施策を
推進する。

また、農林水産省本省及び地方機関において、環境省自
然環境部局と連携・協力した施策を推進する。

○国有林野の管理経営に関する基本計画に基づ
き、優れた自然環境を有する森林の維持・保存
等、公益重視の管理経営を推進する。
【施策の内容】
　国有林野の管理経営にあたり、個々の森林を重
視すべき機能に応じ、「山地災害防止タイプ」、
「自然維持タイプ」、「森林空間利用タイプ」、
「快適環境形成タイプ」、「水源涵養タイプ」に
区分し、各々の区分に応じて適切に管理経営を実
施。
　特に原生的な森林生態系や希少な生物の生育・
生息する森林など属地的な生物多様性保全機能の
発揮を第一とすべき森林については「自然維持タ
イプ」に区分し、良好な自然環境を保持する森
林、希少な生物の生育・生息に適した森林を維持
する管理経営を推進。

○里山の優れた自然環境の保全を図るため、里山
林の再生に関する対策を推進する。
【実施する施策（計画等）】
・森林整備事業、治山事業（森林整備保全事業計
画）
・特用林産の振興（森林・林業再生基盤づくり交
付金）（森林・林業基本計画）
・森林・山村多面的機能発揮対策交付金（森林・
林業基本計画）
【施策の内容】

森林整備事業や治山事業をはじめ、ＮＰＯ等の
多様な主体による森林づくりや利用活動、竹材の
利用の推進等により、里山林の再生・整備を推
進。

○農村地域の二次的自然の保全・回復を図り、良
好な生態系や景観等を形成・維持する観点から、
環境との調和に配慮した農業農村整備事業を推進
する。
【実施する施策】
・環境配慮の評価手法等検討調査　等
【施策の内容】

農村生態系の定量的評価手法等の検討を行い、
調査計画や施工の手法の充実を図る。また農村地
域の環境保全に関する基本計画の策定を推進する
ことにより、農業農村整備事業における環境との
調和への配慮の取り組みを進める。

○自然環境を重視したむらづくりを図るため、自
然再生関連施策を推進する。
【実施する施策】
・農山漁村活性化プロジェクト支援交付金　等
【施策の内容】

地域の自主性と創意工夫により、農山漁村の活
性化を図る計画を支援する「農山漁村活性化プロ
ジェクト支援交付金」などにより、健全で豊かな
自然環境の保全・再生と活力ある農業が調和した
美しいむらづくりに向けて、田園自然再生関連対
策を実施する。

○農業･農村の有する多面的機能の維持･発揮の観
点から、農用地、水路等の地域資源の適切な保全
管理を推進する。
【実施する施策（計画等）】
・多面的機能支払交付金（農林水産業・地域の活
力創造プラン）
【施策の内容】

地域の共同活動による農地・農業用水等の保全
管理活動や農村環境の向上のための活動、水路等
施設の長寿命化のための活動を支援する。

③ 農業生産活動に伴う環境負荷の低減。
　農業生産活動に伴う環境負荷の低減を通じ、生物多様
性、多様な生態系の維持等自然環境の保全に努める。
（エコファーマー累積新規認定件数  平成26年度末目標：
34万件）
（化学肥料の使用量の低減　平成24年度末目標：
1,303,400純成分トン）

○農業環境規範の普及・定着を推進。
【施策の内容】
　新たな食料・農業・農村基本計画に基づき農業
者が環境保全に向けて最低限取り組むべき事項を
取りまとめ、平成１７年３月に策定した「環境と
調和のとれた農業生産活動規範（農業環境規
範）」の普及・定着を推進。

○環境と調和した持続的な農業生産を推進するた
めの条件整備。
【実施する施策】
　強い農業づくり交付金
【施策の内容】
　環境と調和した持続的な農業生産を推進するた
めに必要な共同利用施設等の整備を支援。

○持続性の高い農業生産方式の導入の促進。
【施策の内容】
　持続性の高い農業生産方式の導入の促進に関す
る法律に基づき、土づくりと化学肥料、化学合成
農薬の使用低減に一体的に取り組む農業者を認定
し（エコファーマー）、金融上の支援や計画達成
のための指導・助言などの支援措置を講じること
により、持続性の高い農業生産方式の導入を促進
する。
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環境目的 環境目標
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個票番号

実施計画
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局庁 課
監視・測定

結果
達成の評価

生産２－19 生産局 農業環境対策
課

目標・計画と
もに適合

適合

生産２－20 生産局 農業環境対策
課

目標・計画と
もに適合

適合

技会２－１ 農林水産技術
会議事務局

研究統括官
（生産技術）
室
研究開発官
（基礎･基
盤、環境）室

目標・計画と
も適合

適合

消安２－３ 消費・安全局 植物防疫課 目標・計画と
もに適合

適合

技会２－２ 農林水産技術
会議事務局

研究開発官
（基礎・基
盤、環境）室

目標・計画と
も適合

適合

水産１－５ 水産２－５ 水産庁 計画課 目標・計画と
も適合

適合

水産１－６ 水産２－６ 水産庁 管理課 目標・計画と
も適合（要検
討）

適合

水産２－７ 水産庁 漁場資源課 目標・計画と
も適合（要検
討）

適合

水産２－８ 水産庁 漁場資源課 目標・計画と
も適合（要検
討）

適合

消安１－４
技会１－２

消安２－４ 消費・安全局 農産安全管理
課

目標・計画と
もに適合

適合

消安２－５ 消費・安全局 農産安全管理
課

目標・計画と
もに適合

適合

技会２－３ 農林水産技術
会議事務局

研究開発官
（基礎・基
盤、環境）室

目標・計画と
も適合

適合

○生物多様性保全に貢献する環境保全型農業のた
めの研究開発を推進する。
【施策の内容】
有機農業を行っている土壌で特徴的に認められる
生物を用いた指標を策定するとともに、有機営農
を早期に安定化させるための体系的な生産技術を
開発する。また、総合的病害虫防除（IPM）の生
物多様性保全効果を評価する手法、及び生物多様
性保全のための農村環境評価手法を開発する。

○総合的病害虫・雑草管理（ＩＰＭ）の普及推進
【施策の内容】
病害虫の発生予察情報に基づいて、化学的防除、
生物的防除および物理的防除を適切に組合せ、環
境負荷を軽減しつつ病害虫の発生状況を経済的負
担が生じるレベル以下に抑制する総合的病害虫・
雑草管理（ＩＰＭ）の普及・推進を図る。
また各都道府県は、国が作成した１１作物の実践
指標モデルを基に、地域の実情に配慮しつつ、農
業者自らがＩＰＭの達成度をチェックできるＩＰ
Ｍ実践指標を策定するとともに、モデル地区での
地域育成に取り組む。

○土着天敵を有効活用した害虫防除システムを開
発する。
【施策の内容】
　温暖化の進行に伴い害虫発生状況が大きく変化
することに対応し、土着天敵の機能を最大限発揮
させる防除技術の開発・体系化を行い、集落レベ
ルのまとまった農地を単位として効率良く活用す
るためのシステムを開発する。

④ 海の森づくり。
　多様な水産生物にとって良好な生息・生育の場である藻
場・干潟は、水質浄化等の機能を有するとともに、二酸化
炭素固定により地球温暖化対策にも寄与するものであり、
その保全・造成等による「海の森づくり」を積極的に推進
する。

○「豊かな海の森づくり」関係施策を推進する。
【実施する施策（計画等）】
・水産基盤整備事業（漁港漁場整備長期計画）
・水産多面的機能発揮対策
【施策の内容】

水産生物の良好な生息生育の場であるのみなら
ず、水質浄化機能を有する藻場・干潟等の保全・
創造を強力に推進。

漁業者や地域の住民等が行う、藻場・干潟等の
機能の維持・回復に資する保全活動を支援する。

⑤ 資源管理・回復の着実な実施
[個票番号2－8の実施計画について]
　資源評価対象魚種のうち資源水準が高位又は中位にある
魚種の比率を過去直近５ヵ年の平均値より増大することを
目標とする。

○広域資源管理強化推進事業、資源管理指針等推
進事業、資源管理体制推進事業を実施する。
【施策の内容】
　我が国周辺水域における水産資源の管理・回復
を推進する観点から、ＴＡＣ（漁獲可能量）・Ｔ
ＡＥ（漁獲努力量可能量）の適切な管理等を実施
するとともに、資源管理・収入安定対策の下、資
源管理指針・資源管理計画に基づく資源管理を推
進する。

○我が国周辺水域資源調査等を実施する。
【施策の内容】
　我が国周辺水域における主要な水産資源の動向
を的確に把握するため資源調査の充実を図り、海
洋環境等の変動要因を考慮したより精度の高い資
源評価を行うとともに、漁船を活用した資源情報
の収集等を実施し、科学的知見に基づく適切な資
源管理･回復及び持続的利用にむけた取組を推
進。

○国際資源調査等を実施する。
【施策の内容】
　国際的な資源管理体制の確立に積極的に貢献す
るため、公海及び外国排他的経済水域等において
漁獲される国際漁業資源について、科学的知見に
基づく適切な資源管理を実施するために必要な資
源調査等を実施する。

⑥ 遺伝子組換え農作物等の使用等の規制による生物多様
性の確保
遺伝子組換え農作物等による生物多様性への悪影響を防止
するため、その使用等の規制を的確に実施する。

○遺伝子組換え農作物等の使用等の承認及び取締
を実施する。
【施策の内容】
　遺伝子組換え農作物等の栽培等による野生動植
物への悪影響を防止するため、遺伝子組換え生物
等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関
する法律に基づき、生物多様性影響評価を実施し
てその使用等の承認をするほか、未承認の遺伝子
組換え農作物等を検出するための検査を実施。

○遺伝子組換え農作物等の実態調査を実施する。
【施策の内容】
　輸入港やその周辺の幹線道路における遺伝子組
換え農作物のこぼれ落ちや生育等の実態を把握す
るため、調査を実施

○遺伝子組換え生物の生物多様性影響評価手法を
確立する。
【施策の内容】
　環境ストレス耐性遺伝子等を導入した遺伝子組
換え生物の生物多様性影響評価に必要となる、近
縁野生動植物等の生態や遺伝子の伝搬の程度に関
する科学的知見の集積を図り、生物多様性影響の
適切な評価及び管理に必要な知見を文献として取
りまとめる。また、北米や欧州等における遺伝子
組換え技術及び生物に関する最新の科学的情報
や、新しいゲノム育種技術についての科学的情報
を収集・解析する。さらに、新しいゲノム育種技
術によって作出される農作物等について、慣行の
交雑育種法によるものとの異同等を検証するため
の手法・指標を開発する。

○地球温暖化防止や生物多様性保全に効果の高い
営農活動の推進
【施策の内容】
　化学肥料・化学合成農薬を原則５割以上低減す
る取組とセットで行う地球温暖化防止や生物多様
性保全に効果の高い営農活動を支援。

○化学肥料、農薬を使用しないことを基本とする
有機農業の推進
【施策の内容】
　有機農業策推進法に基づき、平成１９年４月末
に策定した有機農業の推進に関する基本的な方針
について周知徹底に努める。
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実施計画
監視・測定
個票番号

局庁 課
監視・測定

結果
達成の評価

技会１－３ 技会２－４ 農林水産技術
会議事務局

研究統括官
（生産技術）
室
研究開発官
（基礎･基
盤、環境）室

目標・計画と
も適合

適合

技会２－５ 農林水産技術
会議事務局

研究開発官
（基礎・基
盤、環境）室

目標・計画と
も適合

適合

技会２－６ 農林水産技術
会議事務局

研究開発官
（基礎・基
盤、環境）室

目標・計画と
も適合

適合

技会１－４
林野１－９

技会２－７ 農林水産技術
会議事務局

研究開発官
（基礎・基
盤、環境）室

目標・計画と
も適合

適合

林野２－15 林野庁 木材産業課
木材利用課

目標・計画と
もに適合

適合

技会１－５ 技会２－８ 農林水産技術
会議事務局

研究開発官
（基礎・基
盤、環境）室

目標・計画と
も適合

適合

食産１－５
農振１－８
林野１－10
水産１－７

食産２－５ 食料産業局 食文化・市場
開拓課

目標・計画と
も適合

適合

林野２－16 林野庁 木材利用課 目標・計画と
もに適合

適合

林野２－17 林野庁 森林利用課
研究指導課

目標・計画と
もに適合
（要検討）

適合

水産２－９
農振２－15

水産庁

農村振興局

防災漁村課

地域整備課

目標・計画と
も適合
目標、計画と
も要監視

適合（水産）

注意（農村振
興局）

農振１－９ 農振２－16 農村振興局 水資源課、農
地資源課、防
災課

目標・計画と
も適合

適合

農振１－10 農振２－17 農村振興局 防災課 目標・計画と
も適合

適合

【試験研究・技術開発】 【環境保全を重視する農林水産業のための技術開発】
○農業生産に由来する環境への負荷の低減に資する農業技
術の開発を推進する。
○遺伝子組換え生物の生物多様性への影響を評価する手法
の確立を推進する。

○生物多様性保全に貢献する環境保全型農業のた
めの研究開発を推進する。
【施策の内容】
有機農業を行っている土壌で特徴的に認められる
生物を用いた指標を策定するとともに、有機営農
を早期に安定化させるための体系的な生産技術を
開発する。また、総合的病害虫防除（IPM）の生
物多様性保全効果を評価する手法、及び生物多様
性保全のための農村環境評価手法を開発する。

○土着天敵を有効活用した害虫防除システムを開
発する。
【施策の内容】
　温暖化の進行に伴い害虫発生状況が大きく変化
することに対応し、土着天敵の機能を最大限発揮
させる防除技術の開発・体系化を行い、集落レベ
ルのまとまった農地を単位として効率良く活用す
るためのシステムを開発する。

○遺伝子組換え生物の生物多様性影響評価手法を
確立する。
【施策の内容】
　環境ストレス耐性遺伝子等を導入した遺伝子組
換え生物の生物多様性影響評価に必要となる、近
縁野生動植物等の生態や遺伝子の伝搬の程度に関
する科学的知見の集積を図り、生物多様性影響の
適切な評価及び管理に必要な知見を文献として取
りまとめる。また、北米や欧州等における遺伝子
組換え技術及び生物に関する最新の科学的情報
や、新しいゲノム育種技術についての科学的情報
を収集・解析する。さらに、新しいゲノム育種技
術によって作出される農作物等について、慣行の
交雑育種法によるものとの異同等を検証するため
の手法・指標を開発する。

【物質循環の促進のための技術開発】
　農林水産物の残さ、家畜排せつ物、食品廃棄物等の有機
性資源の原材料化、木材の有効利用、バイオマスエネル
ギー利用技術の開発等の有機性資源循環利用技術の開発を
推進する。

○地域資源を活用した再生可能エネルギーの生
産・利用のためのプロジェクト
【施策の内容】

エネルギー生産への農山漁村の資源の活用を促
進するため、稲わらや資源作物等の草本を対象と
して、稲わらの収集・貯蔵技術の体系化、エタ
ノール製造に適した、高収量の資源作物等の作
出、栽培や収集技術、複数の資源作物を効率的に
燃料化する汎用性の高い前処理技術等の開発、林
地残材を原料として、林内で利用可能なバイオ燃
料を製造する液化・改質システムの開発、木質リ
グニンの用途拡大のためのコンクリート混和剤や
炭素繊維などの材料の低コスト製造技術の開発、
微細藻類からの低コストな石油代替燃料の製造技
術の開発と、搾油後の藻体残さを飼料、肥料とし
て利用する技術の開発等を実施。
○森林・林業基本計画に基づき、木材の有効利用
のための技術開発を推進する。
【実施する施策】
　新たな木材需要創出総合プロジェクト
【施策の内容】
　新たな地域材需要の創出のための製品・技術の
開発・普及促進や、建築物・木材製品・木質バイ
オマス等の各分野での木材利用を幅広く拡大する
とともに、これらの需要に応えうる地域材の安定
的・効率的な供給体制の構築等に対して支援。

【地球環境問題等への対応】
　地球規模の環境変動が農林水産業に及ぼす影響の評価・
解明と対策技術の開発を推進する。

○農林水産分野における地球温暖化対策のための
適応技術の開発を行う。
【施策の内容】
 農林水産分野における温室効果ガスのモニタリ
ングを行うとともに、最新の気候変動モデルを用
いた精度の高い収量・品質予測モデル、水資源予
測モデルを開発し、影響評価を行う。さらに、影
響評価に基づき、温暖化の進行に適応した生産安
定技術及び高温や乾燥等に適応する品種の開発を
行う。

【環境教育・食育の推進】 【環境教育・食育の推進】
　農林水産物などの素材、「田んぼ」、水路などの水辺環
境や森林・海辺を遊びや学びの場として活用した環境教育
や、食育を推進するため、人づくりや地域における学習活
動等を促進する。

○第２次食育推進基本計画に基づき、食育を推進
する。
【実施する施策】
・農林水産物の生産・流通の場における食育の推
進
・消費・安全対策交付金
【施策の内容】

健全な食生活を送るために必要な知識を普及
し、実践に結びつける広域的、先進的な活動を支
援。

また、地域の実情に応じた食育の実践を推進す
るため、都道府県を通じ、地域の食育活動を支
援。

○木材を活用した環境教育を推進する。
【実施する施策】
　木づかい・森林づくり活動の全国的な展開(新
たな木材需要創出総合プロジェクト)
【施策の内容】
・木づかいや森林づくりに対する国民の理解を醸
成するための幅広い普及啓発、木育等の取組を支
援。

○森林環境教育を推進する。
【実施する施策（計画等）】
・森林づくり活動基盤の整備（森林・林業再生基
盤づくり交付金）（森林・林業基本計画）
・「緑の雇用」現場技能者育成対策事業（森林・
林業基本計画）
【施策の内容】

森林環境教育活動の拡大と内容の充実を図るた
め、森林体験活動や林業体験学習の場となる森
林・施設の整備を実施。

○海辺体験活動等の環境教育を推進する。
【実施する施策】
・農山漁村活性化プロジェクト支援交付金
・海岸環境整備事業（社会資本整備重点計画）
【施策の内容】
子供たちの漁業体験活動等を行う場として、体験
交流施設等の整備を実施。

【事業実施段階等における環境保全・環境配慮
の取組の推進】

【農林水産公共事業】
①農業農村整備事業の事業実施段階等において環境との調
和に配慮した取組を実施する。

○「環境との調和への配慮」を評価項目の一つと
している事業評価を引き続き適切に実施する。

②海岸事業の事業実施段階等において環境との調和に配慮
した取組を実施する。

○「環境との調和への配慮」を評価項目の一つと
している事業評価を引き続き適切に実施する。
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環境目的 環境目標
監視・測定
個票番号

実施計画
監視・測定
個票番号

局庁 課
監視・測定

結果
達成の評価

林野１－11 林野２－18 林野庁 計画課
整備課
治山課
業務課

目標・計画と
もに適合

適合

水産１－８ 水産２－10 水産庁 計画課
整備課
防災漁村課

目標・計画と
も適合

適合

生産１－８ 生産２－21 生産局 総務課生産推
進室
（農業環境対
策課）

目標・計画と
も適合

適合

経営１－１ 経営２－１ 経営局 就農・女性課 目標・計画と
もに適合

適合

○「農業環境規範のクロス・コンプライアンス」
を導入する。（事業実施主体は、事業実施状況報
告の報告期間中に１回以上、整備した施設等を利
用する生産者から点検シートの提出を受ける。）

②特定地域経営支援対策事業について、事業の実施にあた
り、環境と調和のとれた農業生産活動の促進を図る。

○「農業環境規範のクロス・コンプライアンス」
を導入する。（事業実施主体は、事業実施状況報
告の報告期間中に１回以上、整備した施設等を利
用する生産者から点検シートの提出を受ける。）

③治山事業・森林整備事業の事業実施段階等において環境
保全・環境配慮の取組を実施する。

○「自然環境、景観との調和」を評価項目の一つ
としている事業評価を引き続き適切に実施する。

④水産関係公共事業の事業実施段階等において環境保全・
環境配慮の取組を実施する。

○環境への配慮等を評価項目の一つとしている事
業評価を引き続き適切に実施する。また、「水産
基盤整備事業における環境配慮ガイドブック」
（Ｈ15.3）、「施工環境マニュアル」（Ｈ17.6）
により、調査、計画、実施の各段階での環境配慮
の取組を推進する。

【その他の事業】
①強い農業づくり交付金(産地競争力の強化)について、事
業の実施にあたり、環境配慮の取組の促進を図る。
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